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1入職経路と採用経路

1.1. イントロダクション

インドには様々な入職経路・採用経路がある。公共職業安定所や公務員といった公的サービスから、民間企業主体のオ

ンライン求人や職業紹介、大学におけるキャンパスリクルーティングといった経路が主流である。特にオンライン求人市場で

は、人材ポータルサイトはオンラインをベースとしたデータベース提供にビジネスが集約しており、同サイトを人材コンサルタント

側が利用するなど、相互のすみ分けが始まっている。

インドは世界的にも労働力人口が若い国のひとつである。例を見ない成長率で伸びている国内経済を背景に、若年者は

就労に対して非常にポジティブである。人材紹介大手の ManpowerGroup の調査によると、インドのミレニアル世代のうち

70％が「将来のキャリア形成に関してポジティブである」と回答しており、中国、ドイツ、米国、スイス、メキシコと並んでトッ

プレベルであった１。

転職を厭わないのもインド人の特徴のひとつである。終身雇用を希望するミレニアル世代の割合は、インドは14％とカナダ・

シンガポールと同率で、第 1 位の日本の 37％の半数以下。ここからも、転職によるキャリアアップを目指すインド人が多いこ

とがうかがえる２。新卒は採用時に面接の他にも試験や採用前インターンがある場合もあるが、中途採用は面接のみで通った

り縁故採用で好条件を提示されたりする場合も多く、こうした現状も転職が活況な要因として挙げられる。

1.2. 入職経路（求職者の立場から）

インドの主要な入職経路は下記 5 項目が挙げられる。それぞれの概要を示す。

（1）公共職業安定所
公共職業安定所に関する政策は労働雇用省（Ministry of Labour and Employment）が決定、運営は各州政府

という分担となっている。根拠法は 1959 年に制定された職業安定（求人情報公開の義務化）法（EMPLOYMENT 

EXCHANGES（COMPULSORY NOTIFICATION OF VACANCIES）RULES, 1959） ３である。詳細は 2 章公的・

民間職業紹介制度の特徴で述べる。

１	 ManpowerGroup “Millennial Careers：2020 Vision” 4 ページ 
https://www.manpowergroup.com/wps/wcm/connect/660ebf65-144c-489e-975c-9f838294c237/MillennialsPaper1_2020Vision_
lo.pdf?MOD=AJPERES

２	 ManpowerGroup“Millennial Careers： 2020 Vision” 5 ページ
３	 労働雇用省“THE EMPLOYMENT EXCHANGES （COMPULSORY NOTIFICATION OF VACANCIES）ACT, 1959 No.31 of 1959” 

http://cms.tn.gov.in/sites/default/files/acts/empexg-act_0.pdf

https://www.manpowergroup.com/wps/wcm/connect/660ebf65-144c-489e-975c-9f838294c237/MillennialsPaper1_2020Vision_lo.pdf?MOD=AJPERES
https://www.manpowergroup.com/wps/wcm/connect/660ebf65-144c-489e-975c-9f838294c237/MillennialsPaper1_2020Vision_lo.pdf?MOD=AJPERES
http://cms.tn.gov.in/sites/default/files/acts/empexg-act_0.pdf
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（2）民間人材紹介会社
民間の人材紹介は、グローバル大手やインドの企業がサービスを展開している。オランダの Randstad、米国の Man-

powerGroup、スイスの Adecco、米国の Kelly Servicesといった欧米大手が進出しており、インドの企業でも ABC 

Consultants、TeamLease などの大手が活躍している。人材紹介、人材派遣、スタッフトレーニング、職業訓練といった

サービスを提供している。

（3）求人・求職サイト
Naukri.comをはじめとするオンラインジョブポータルは、ポータルサイトとしてのプラットフォームの開発・改善、および、

蓄積されたデータをいかに活用するかといった方向性に進んでおり、オンラインをベースとしたデータベース提供にビジネス

が集約しているようである。また、オンラインジョブポータルを人材コンサルタント側が利用するなど、相互のすみ分けが始

まっている。

求人サイトIndeed に登録している求職者の近年の傾向としては、在宅勤務や公務員の人気が挙げられる。2017 年

の人気検索キーワードトップはリモート・在宅勤務で前年比 111％と増加した。次いでテクノロジー（98％増）、デジタル

マーケティング（80％増）、公務員など（60％増）、アーユルヴェーダ（56％増）と続いた４ （図表1）。

インドはアーユルヴェーダ、ヨガ、ユナニ、シッダ、ホメオパシーなどに基づく伝統医療を管轄する省（AYUSH）があり、

同省は求職者増にともなって新しく予防医学などの部門を強化する方針だという。

４	 Indeed “The Year in Job Search： A Look at Trends Around the World in 2017” 2017/11/16 
http://blog.indeed.com/2017/11/16/the-year-in-search/
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出所：Indeed "Top job trends to watch for in 2018" より作成

図表１　人気検索キーワード（2017年、対前年比増加率）� （単位：％）

http://blog.indeed.com/2017/11/16/the-year-in-search/
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（4）公務員試験
インドの公務員採用試験は連邦公務委員会（UPSC、Union Public Service Commission）が実施している５。試

験を実施するUPSC はインドでは珍しい独立的な地位にある機関であり、客観的な基準により能力に応じた採用を実践し

ている。

公務員採用試験（Civil Service Examination）は中央公務職にとっての共通採用試験であり、例年 30 万～40

万人が応募している。約 400～500 人の最終合格者は成績上位の者から職種ごとに採用されている。公務員の中で

トップに君臨するのはインド行政職（IAS）、英国植民地時代の高等文官制度の伝統を受け継ぎ、治安以外の内政全般

を統括し巨大な権限を持つエリート官僚組織である。首都と地方を行き来しながら出世コースを歩む。毎年数十万人が応

募、約 8カ月間にわたる筆記試験や面接を経て、採用されるのは 170～200 人６。給与は外資企業の方が高いが、福

利厚生や職の安定、やりがいなどで人気は衰えていない。

1.3. 採用経路（企業の立場から）

採用プロセスは、新卒と中途で異なる。新卒の場合はキャンパスリクルーティングに加え、企業が採用条件を提示して

公募～候補者が応募～面接・試験～（インターン）～採用の流れとなる。

中途採用の場合は、企業が公募あるいは縁故での応募～面接～採用となる。

（1）キャンパスリクルーティング
新卒の大学生を採用する主要手段。インドの一般的な大学は、8 月に新学期が始まり5 月に終業する。就職活動は、

入学後 2 年目の 10 月から徐々にスタートする。キャンパスリクルーティングは、学生が企業に履歴書を提出、後に書類

審査や各種テストなどを経て、12 月頃から面接が開始される。インドにおける理工系大学の最高峰インド工科大学（IIT）

については、毎年 12 月1 日が面接解禁日だが、他の大学は統一された決まりはなく、スケジュールは大学ごとに異なる。

内定までの期間は早ければ 1 回の面接で、長くても2～3 週間以内には内定の結果が決まる。内定を承諾した学生は、

基本的にはそれ以降の面接は受けられないという規定がある７。しかし、内定後でも、2～3 年の就業猶予（Deferred 

Placements / Placement Holiday）が与えられ、卒業後にスタートアップ企業などでの就労後、内定先企業に戻って

就職することも可能な制度もある。

キャンパスリクルーティングはすべての面接を約 7 日間で行う集中リクルーティング（Placement Week）と、1 年を

通して行われる通年リクルーティング（Rolling Placements）の 2 種類がある。同業種の企業を集める「業種別リク

ルーティング（Cohort -based Placements）」と、日程別で企業に割り当てる「日程別リクルーティング（Slot -based 

Placements）」があり、日程別リクルーティングでは、大学側が生徒間における人気の高さや、仕事内容や条件を考慮し、

５	 （財）自治体国際化協会 （シンガポール事務所）「インドの公務員制度～インド行政職（IAS）を中心に～」11 ページ 
http://www.clair.or.jp/j/forum/c_report/pdf/323.pdf

６	 Sankei Biz「険しいエリート官僚への道　ニューデリー、公務員予備校林立」2016/10/25 
https://www.sankeibiz.jp/macro/news/161025/mcb1610250500005-n1.htm

７	 AsiaToJapan 「インドからの新卒採用、優秀層の獲得に向けた基礎知識」 2017/4/1　https://www.asiatojapan.com/single-post/india2017330

http://www.clair.or.jp/j/forum/c_report/pdf/323.pdf
https://www.sankeibiz.jp/macro/news/161025/mcb1610250500005-n1.htm
https://www.asiatojapan.com/single-post/india2017330
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より生徒の間で需要が高い企業を早い日程に設定する。金融機関や投資会社は好条件を提示する企業が多いため、初日

（Slot Zero）に行われる場合が多い８。

また、学期中の夏期（3～5 月）に 2～3カ月のインターンシップを実施した後、キャンパスリクルーティングが始まる前

に優秀なインターンを対象として事前採用面接（PPI、Pre-Placement Interview）を行ったり、事前採用オファー（PPO、

Pre-Placement Offer）を出す企業もある。

2017 年の IIT におけるキャンパスリクルーティングでは、製造業、石油業、インフラ、鉄鋼といった基幹産業の企業から

の PPO が 25％増えたという９。PPO の平均初任給は 90 万～160 万ルピー。2017 年の PPO の中で最も高額だった

のは、米国の IT 大手 Nutanix がラジャスタンの工科大学 Birla Institute of Technology and Science の内定者に提

示した年棒 384 万 8,000 ルピーだった。

英国の EU 脱退、米国の H-1Bビザ問題などで多国籍企業による海外拠点の採用は大幅に減少した。

（2）採用方法・評価方法
2014 年にインドの人材ソリューションソフトウェア会社 People Mattersと米国の求人・求職サイトCareerBuilder が

共同で発表した調査"HUMAN CAPITAL TRENDS 2014"によると、企業側が人材採用を行う上で重視することとして、

「質の良い人材を採用」が 82％と最も高く、「採用にかかる労力・時間の削減」と、「安定した人材パイプラインの

構築」はともに 40％であった１０（図表2）。2010 年初頭と比較すると、年々適切な人材の採用にかかる労力が大きく、ス

キルの高い人材の確保が困難になってきている、という。

８	 CATCH NEWS “If you're a student, you need to know what these 10 placement terms mean”2016/12/1 
http://www.catchnews.com/education-news/if-you-re-a-student-you-need-to-know-what-these-10-placement-terms-mean-1479973216.html

９	 Techgig “Campus Placements 2017：Top 8 Hiring Trend” 2017/10/31 
https://www.techgig.com/tech-news/campus-placements-2017-top-8-hiring-trends-138038

１０	 People Matters & CareerBuilder “HUMAN CAPITAL TRENDS 2014”18 ページ 
http://www.thecareermuse.co.in/wp-content/uploads/2013/12/People-Matters-CareerBuilder-Talent-networks-whitepaper.pdf
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出所：HUMAN CAPITAL TRENDS 2014（People Matters & CareerBuilder）

図表２　今後の人材採用時に重視するポイント� （単位：％）

http://www.catchnews.com/education-news/if-you-re-a-student-you-need-to-know-what-these-10-placement-terms-mean-1479973216.html
https://www.techgig.com/tech-news/campus-placements-2017-top-8-hiring-trends-138038
http://www.thecareermuse.co.in/wp-content/uploads/2013/12/People-Matters-CareerBuilder-Talent-networks-whitepaper.pdf
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人材採用に使用する媒体は「ジョブポータル」が 82％と最も多く、次いで「従業員によるリファラル」が 73％、「ソー

シャルメディア」が 66％、「人材紹介会社」が 52％と続いた（図表3）。
１１

従業員によるリファラルは必要度が増している一方で、いまだに「オフライン」が 40％、「イントラネット」33％と、主に

社内限定で行われている。ソーシャルメディアの活用は非常に少ない（図表4）。

１１	 People Matters & CareerBuilder “HUMAN CAPITAL TRENDS 2014”12 ページ 
http://www.thecareermuse.co.in/wp-content/uploads/2013/12/People-Matters-CareerBuilder-Talent-networks-whitepaper.pdf
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図表３　人材採用に使用する媒体� （単位：％）
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図表4　従業員によるリファラルの具体的経路�（単位：％）

http://www.thecareermuse.co.in/wp-content/uploads/2013/12/People-Matters-CareerBuilder-Talent-networks-whitepaper.pdf


1 入職経路と採用経路 インドの人材サービス

禁転載 2018.9.306

また、インドの人材系ソフトウェア会社 Wheebox の「INDIA SKILLS REPORT 2016」によると、インド企業が

好むソーシング経路で最も多かったのは「社内リファラル」（21％）である。次いで「ジョブポータル」が 20％、「コンサ

ルタント」が 16％、「ソーシャルメディア」が 15％であった（図表5）１２。

ただし、採用媒体の有効性は役職により異なり、「ジョブポータル」はミドルレベルまでは有効であるが、シニアレベルに

なると「人材紹介会社」や「ダイレクトソーシング」の方が有効となる（図表6）。

１２	 Wheebox “INDIA SKILLS REPORT 2016”　https://wheebox.com/logo/ISR-2016-small.pdf
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図表5　企業が好むソーシング経路� （単位：％）
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図表6　職階別の最も有効な採用媒体� （単位：％）

https://wheebox.com/logo/ISR-2016-small.pdf
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インド日本商工会とジェトロが行った調査によると、在インド日系企業が最も多く利用している採用手段は、日系または地

元の人材紹介会社となっている。一方で、口コミやインターネットといった手段も一定割合で残っている（図表7）。
１３

近年では、採用管理システム（ATS）、採用ソフトウェア、ビデオ面談といったオンラインツールを使用する事例も増えて

きており、その割合は 53％と、世界平均の 48％よりも高い１４。一方で、携帯端末ツールを効率的に利用しているインド企

業はわずか 19％にすぎず、採用方法のさらなるオンライン化が期待されている。

（3）採用動向
ManpowerGroup が世界 43カ国・地域で毎四半期行っている雇用予測調査によると、インドでは 2018 年 1～3

月期の雇用計画について調査対象組織のうち、「増員する」と回答したのは 24％、「減員する」は 3％、「変化なし」は

16％だった。この結果、純雇用予測１５は＋ 23％（季節調整値では＋ 22％）となった（図表8）。

１３	 インド日本商工会・ジェトロ 「第 11 回賃金実態調査概要　2017 年 6 月」6 ページ　 
http://www.jccii.in/Docs/0411_17_11th_salary_survey(summary).pdf

１４	 CareerBuilder “Indian HR Professionals Use Technology for Candidate Recruitment： A Report”2017/9/4 
http://www.thecareermuse.co.in/recruitment-technology-in-india-report/

１５	 来四半期に「増員する」と回答した組織の割合（％）から、「減員する」と回答した組織の割合（%）を引いた値

図表７　在インド日系企業の採用手段 (複数回答 )� （単位：％）

職位
人材紹介 大学・

高専など
職業

訓練校 求人広告 インター
ネット 口コミ その他 回答社数

日系 地元 それ以外
トップマネジメント 44.0 47.8 3.3 0.5 0.0 3.3 12.5 22.3 7.6 184 社 
管理職 45.5 67.3 5.8 2.2 0.0 8.0 19.6 29.5 4.8 312 社 
スタッフ 36.9 66.5 4.0 10.1 1.2 11.0 26.2 33.8 4.9 328 社
エンジニア 18.2 76.8 4.0 20.2 3.0 21.2 28.3 25.3 1.0 99 社 
ワーカー 5.8 54.4 2.9 18.4 28.2 19.4 15.5 27.2 4.9 103 社

出所：「第11 回賃金実態調査概要　2017年6月」13

図表8　インドの雇用予測� （単位：％）

増員する 減員する 変化なし 不明 純雇用予測
（季節調整前）

純雇用予測
（季節調整済み）

2018 年 1～3 月 24 3 57 16 21 22
2017 年 10～12 月 24 4 56 16 20 20
2017 年 7～9 月 16 1 61 22 15 14
2017 年 4～6 月 19 1 68 12 18 18
2017 年 1～3 月 22 1 59 18 21 22

棒グラフのない箇所は純雇用予測がゼロを示す
出所：ManpowerGroup Employment Outlook Survey India, Q1 2018
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組織規模別の純雇用予測は、小規模組織（従業員数 10～49 人）が＋31％、中規模組織（従業員数 50～249 人）

が＋20％、大規模組織（従業員数250人以上）は＋21％と、3カテゴリーすべてで活発な雇用活動が見込まれる（図表９）。

業種別では、7 業種すべてでプラスとなった。雇用意欲が最も高いのはサービスで＋27％。後に製造＋19％、運輸・

公益＋19％、公共・教育＋18％、卸・小売＋18％と続く（図表10）。

図表９　2018年 1月～3月期の組織規模別雇用予測� （単位：％）

増員する 減員する 変化なし 不明 純雇用予測
（季節調整前）

純雇用予測
（季節調整済み）

小規模 10～49 人 23 0 67 10 23 31
中規模 50～249 人 20 2 59 19 18 20
大規模 250 人以上 26 4 54 16 22 21

グラフ表示は季節調整値
出所：  ManpowerGroup Employment Outlook Survey India, Q1 2018
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図表10　2018年 1月～3月期の業種別雇用予測� （単位：％）
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地域別では、雇用意欲が最も高いのは北部で、純雇用予測は＋32％だった。次いで南部＋23％、西部＋17％と続

いた。一方、東部は＋7％と慎重な予測に留まった（図表11）。北部・南部は自動車をはじめとする製造業の集積地が

いくつかあり、東西地域と比較すると雇用の伸び率も高い。

Randstad の発表によると、インド企業はジェンダー・ダイバーシティを重視しているという。公募に対し同条件の男女の

候補者がいた場合に男性を選ぶという割合が、世界は平均 70％だったのに対し、インドでは 55％であった。直属の上司

については57％が「男性が好ましい」と回答した。回答者を男女別でみるとインド人男性 70％、インド人女性 41％であっ

た。また、同条件の仕事をしている場合、「男女に関係なく報酬を与えている」と回答した割合は世界平均の 79％に対

し、インドは 91％と高かった。「男女の区別がない『ジェンダー・ダイバース』のチームで働きたい」と回答したインド人は

89％、また 86％が「そうしたチームは性差の偏りがあるチームよりも良いパフォーマンスができる」と回答した１６。

１６	 Randstad “men are favoured over women by india inc., says more than half of the indian workforce”2017/6/27 
https://www.randstad.in/about-us/press-releases/press-releases/men-are-favoured-over-women-by-india-inc-says-more-than-half-of-the-
indian-workforce/
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出所：ManpowerGroup Employment Outlook Survey India, Q1 2018

図表11　2018年 1月～3月期の地域別雇用予測� （単位：％）

https://www.randstad.in/about-us/press-releases/press-releases/men-are-favoured-over-women-by-india-inc-says-more-than-half-of-the-indian-workforce/
https://www.randstad.in/about-us/press-releases/press-releases/men-are-favoured-over-women-by-india-inc-says-more-than-half-of-the-indian-workforce/
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Randstad の別の報告書によると、2017 年の平均年収が最も高かった業界は、日用消費剤（FMCG）で 113 万

ルピーであった１７。特にマーケティング＆セールスやサプライチェーンマネジメントの経験のある候補者への需要が高まってお

り、公募されるFMCG 関連の求人の 30％が 100 万ルピー以上の給与額を提示している。次いで電力業界（平均年

収 98 万ルピー）、IT 業界（同 93 万ルピー）、製薬＆ヘルスケア業界（同 88 万ルピー）、通信業界（同 87 万ルピー）

と続いた。

図表12は、2017 年に需要の高い職種トップ 10を表したものであるが、平均年収が最も高いのは、Core Javaプロ

フェッショナルで 180 万 6,000 ルピー。次いで、デジタルマーケティングが 170 万 9,000 ルピー、テストオートメーション

エンジニアが 146 万 7,000 ルピーと続く。

業種や職種を問わず平均年収が最も高かった都市は、IT の産業集積地バンガロールで 146 万ルピー。次いでムンバ

イが 142 万ルピー、ハイデラバードが 136 万ルピー、デリーが 135 万ルピー、チェンナイが 134 万ルピー、プネが 132

万ルピー、コルカタが 114 万ルピーであった。

１７	 Randstad “fmcg emerges as the highest paying industry in India： Randstad Salary Trends Study 2017”2017/4/6 
https://www.randstad.in/about-us/press-releases/press-releases/fmcg-emerges-as-the-highest-paying-industry-in-india-randstad-salary-
trends-study-2017/

図表１2　2017年の需要の高い職種

順位 職種＊ 平均年収
（ルピー）

1 Core Java プロフェッショナル 180 万 6,000
2 デジタルマーケティング 170 万 9,000
3 テストオートメーションエンジニア 146 万 7,000
4 Axapta コンサルタント 135 万 2,000
5 Hadoop & ビッグデータプロフェッショナル 106 万 2,000
6 製品エンジニアリングスペシャリスト 103 万 8,000
7 Android エンジニア 100 万 1,000
8 ファイナンスコントローラ 96 万 4,000
9 ソリューションアーキテクト 89 万 5,000
10 R&D アナリスト -API（製薬） 85 万 4,000

＊ 経験年数6～10年の人材層に対する給与がほかと比べてとくに高い職種
出所：Randstad Salary Trends Study 2017

https://www.randstad.in/about-us/press-releases/press-releases/fmcg-emerges-as-the-highest-paying-industry-in-india-randstad-salary-trends-study-2017/
https://www.randstad.in/about-us/press-releases/press-releases/fmcg-emerges-as-the-highest-paying-industry-in-india-randstad-salary-trends-study-2017/
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2.1. 職業紹介制度の概要

官公庁および国営企業の職業紹介は公共職業安定所のみであり、民間企業の職業紹介は民間人材紹介企業が行ってい

る。人材紹介企業が職業斡旋するための法律は無く、いずれの求職者も契約社員または正社員として採用することができる。

インド政府は近日中に、契約労働者（Contract Workers）を供給する人材サービス会社を対象とした国家認可（Nation-

al License）制度を導入する予定だ。認可は3 年毎の更新で、取得には手数料と銀行保証が必要となる。2018 年現在、

契約労働者を供給する人材サービス会社はすべての営業拠点で認可を取得する必要がある。国家認可制度の導入で認可

が一本化されることににより、人材サービス会社の事業の円滑化が期待されると共に、労働力のフォーマル化が見込まれる。

インド政府は「契約労動（規制・廃止）修正案（Contract Labour （Regulation & Abolition） Amendment Bill）」に

ついて協議する予定である１８。

2.2. 公共職業紹介

公共職業安定所に関する政策は、労働雇用省が決定、運営は各州政府という分担となっている。根拠法は 1959 年に

制定された職業安定法である１９。すべての官公庁および従業員 25 人以上の民間企業は職業安定所に情報を開示しなけれ

ばならない２０。以下の民間企業は開示義務が免除される。
● 農業および園芸
● 家内労働
● 3カ月未満の短期雇用
● 未熟練事務作業
● 国会の事務員
● 既存従業員の昇進または過剰従業員の吸収により求人枠を埋める場合
● 月額報酬60ルピー未満での雇用２１

１８	 The Economic Times “Soon, government will offer pan-India licence to firms providing contract workers” 2018/1/8 
https://economictimes.indiatimes.com/news/economy/policy/soon-government-will-offer-pan-india-licence-to-firms-providing-contract-
workers/articleshow/62420629.cms

１９	 労働雇用省 “THE EMPLOYMENT EXCHANGES（COMPULSORY NOTIFICATION OF VACANCIES） ACT, 1959 No.31 of 1959” 
http://cms.tn.gov.in/sites/default/files/acts/empexg-act_0.pdf

２０	 労働雇用省 “Annual Report 2016-17”269 ページ 
https://labour.gov.in/sites/default/files/English_Annual_Report%202016-17.pdf

２１	 労働雇用省 “THE EMPLOYMENT EXCHANGES （COMPULSORY NOTIFICATION OF VACANCIES） ACT, 1959” 
https://labour.gov.in/sites/default/files/THEEMPLOYMENACT1959.pdf

2	公的・民間職業紹介制度の特徴

https://economictimes.indiatimes.com/news/economy/policy/soon-government-will-offer-pan-india-licence-to-firms-providing-contract-workers/articleshow/62420629.cms
https://economictimes.indiatimes.com/news/economy/policy/soon-government-will-offer-pan-india-licence-to-firms-providing-contract-workers/articleshow/62420629.cms
http://cms.tn.gov.in/sites/default/files/acts/empexg-act_0.pdf
https://labour.gov.in/sites/default/files/English_Annual_Report%202016-17.pdf
https://labour.gov.in/sites/default/files/THEEMPLOYMENACT1959.pdf
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州政府または連邦直轄領政府が公共職業安定所（Employment Exchange Programme）を運営しており、求職者の

登録・掲載を行っている。通常の職業紹介に加え、農場労働者や専門家、幹部雇用、身体障害者のための雇用などの特

別職業紹介も行っている。職業安定所の数は、1951 年の 18カ所から2014 年 12 月には 978カ所に増加している２２。

しかし、公共職業安定所で支援を受けた求職者の就職率は、2015 年 9 月末時点でわずか 0.56％だった２３。労働雇

用省は、より多くの求人情報をいち早く求職者に提供するため、2015 年に全国的な求職者向けの職業紹介ポータルサ

イト“National Career Service Portal”を開設した。マッチング機能を強化するため、Monster.com、Babajob.com、

Quickr Jobs、Shine, Indeed, Freshersworld, FirstJob, Merajobといった民間の求人・求職サイトとも提携している２４。

政府は単に職業を紹介するだけでなくキャリアカウンセリングにも注力しており、同ポータルにはインド全土に 1,947 人のキャ

リアカウンセラーが登録されている（2016 年 11 月時点）。

しかし、約 10 億ルピーを投じて同ポータルサイトを開設したものの、2017 年 12 月末時点で、求職者 3,940 万人と企

業 148 万 6,000 社が登録しているのに対し、累計求人掲載件数はわずか 80 万件と需給バランスが崩れていることが明ら

かにされた２５。

国有企業／政府関連企業の採用募集の大部分は、業種ごとに設立されている特定機関が募集を行っており、主要業種

は銀行、鉄道、防衛関連、保健関連、科学研究、主要公募企業はインドガス公社（GAIL）、バーラト重電機（BHEL）、ナショ

ナル・サーマル・パワー（NTPC）など。

特定機関の例では、銀行関連職種は IBPS （Institute of Banking Personnel Selection） が筆記試験をはじめとする

各種採用試験を行っている２６。

2.3. 民間職業紹介

国有企業や政府関連企業の職業紹介は公的職業紹介にのみ公開されるため、民間職業紹介には民間企業の求職情報

のみが公開されている。

求職者が民間企業に就職する際は、新聞広告への応募、人材紹介会社、求人・求職サイトなどを利用するのが主流である。

２２	 労働雇用省 “Annual Report 2016-17”264 ページ
２３	 Hindustan Times “Less than 1% of registered job seekers got placed： Govt”2017/7/24 

https://www.hindustantimes.com/education/less-than-1-of-registered-job-seekers-got-placed-govt/story-5uH2AgBVSMXPfEEocF1InI.html
２４	 The Economic Times“Labour Ministry ties up with companies for career portal 'National Career Service'”2016/2/6 

https://economictimes.indiatimes.com/news/economy/policy/labour-ministry-ties-up-with-companies-for-career-portal-national-career-service/
articleshow/50873770.cms

２５	 NEWS 18“Only 8 Lakh Vacancies Posted on National Career Service Portal Since 2015”2018/2/6 
https://www.news18.com/news/india/only-8-lakh-vacancies-posted-on-national-career-service-portal-since-2015-1651757.html

２６	 Institute of Banking Personnel Selection“What we do”　http://www.ibps.in/about-us/what-we-do/

https://www.hindustantimes.com/education/less-than-1-of-registered-job-seekers-got-placed-govt/story-5uH2AgBVSMXPfEEocF1InI.html
https://economictimes.indiatimes.com/news/economy/policy/labour-ministry-ties-up-with-companies-for-career-portal-national-career-service/articleshow/50873770.cms
https://economictimes.indiatimes.com/news/economy/policy/labour-ministry-ties-up-with-companies-for-career-portal-national-career-service/articleshow/50873770.cms
https://www.news18.com/news/india/only-8-lakh-vacancies-posted-on-national-career-service-portal-since-2015-1651757.html
http://www.ibps.in/about-us/what-we-do/
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3.1. 労働市場の概要

インドの人口は 2015 年時点で約 12 億 9,140 万人、労働力人口は 4 億 2,740 万人。うち、就業者は 4 億 640 万

人（フォーマル／インフォーマルセクターの両方を含む）、失業者は 2,100 万人となる。就業者のうち、約 8 割に相当する3

億5,560万人は、インフォーマルセクターに属する。フォーマルセクターとは、政府機関、公開・非公開有限会社、協同組合、

信託会社、協会などで働く人 を々指す。それ以外の労働者はインフォーマルセクターに分類される２７。

フォーマルセクターに属する労働者のうち、半数以上の 2,840 万人を臨時労働者が占める。臨時労働者は、雇用契約をも

たない、または正式な使用者・雇用者の関係性がないカジュアル労働者と、雇用契約が 3 年未満の有期契約労働者に分

類される。有期契約労働者のうち、直接雇用される契約労働者は 250 万人、派遣労働者は 210 万人となる（図表13）。

国際労働機関（ILO）によると、労働力人口における農業が占める割合は、2011 年度の 48.9％から2015 年度は

47.3% に減少している。非農業部門における新規雇用の大半は建設業や製造業が占める。しかし、建設業に占める契約

労働の割合が、90 年代終わりの 15.6％から2012 年には34.7％と近年増加している。非農業部門の賃金労働者のうち、

79％は書面契約をもたない。また、社会保障制度に加入している割合はわずか 23.8％である２８。

２７	 Indian Staffing Federation（ISF） “Indian Staffing Industry Research 2014 FLEXI STAFFING IN GOVERNMENT AND PUBLIC SECTOR” 
http://www.indianstaffingfederation.org/wp-content/uploads/2015/05/Flexi-Staffing-in-Govt.-Public-Sector.pdf

２８	 International Labour Organization “India Labour Market Update ILO Country Office for India | July 2017” 
http://www.ilo.org/wcmsp5/groups/public/---asia/---ro-bangkok/---sro-new_delhi/documents/publication/wcms_568701.pdf
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失業者
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フォーマル
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インフォーマル
3億 5,560 万人

正規
2,240 万人
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カジュアル
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460 万人

二者間／契約労働者
250 万人

三者間／派遣労働者
210 万人

出所：Indian Staffing Federation

図表13　インドの労働市場（2015年）�

3.人材ビジネス市場の概要と特徴

http://www.indianstaffingfederation.org/wp-content/uploads/2015/05/Flexi-Staffing-in-Govt.-Public-Sector.pdf
http://www.ilo.org/wcmsp5/groups/public/---asia/---ro-bangkok/---sro-new_delhi/documents/publication/wcms_568701.pdf
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インドの実質経済成長率は、2014 年度 7.5％、2015 年度 8.0％、2016 年度 7.1％と推移している。2015 年度に

2011 年度以降最も高い成長率を達成したものの、2016 年度は 11 月に施行された高額紙幣廃止の影響で成長率が落

ち込んだ。しかしこの落ち込みも長期には及ばないとされており、2017 年度は 7.2％、2018 年度は 7.7％の成長率が見込

まれている。世界有数の経済成長を遂げている中で、人材ビジネス市場および労働環境も拡大、変化している。高まる内需

や外資系企業の参入、インド政府が推進する製造業振興政策“Make In India”などを要因として、インドの人材ビジネス市

場は今後も安定した成長が予測されている。

3.2. 人材ビジネス市場の概要

インドの人材ビジネスは大別して、人材紹介（Permanent Recruitment）、人材派遣（Temporary Recruitment）、そ

の他がある。その他には採用プロセスを外部委託するRecruitment Process Outsourcing （RPO）、求人・求職サイト、

研修・訓練、人事コンサルティング、給与管理、福利厚生が含まれる。

これら3 つの領域は、すべて成長傾向にある。人材紹介の成長の要因は、IT や FMCG などの外資系大手企業のインド

進出・展開に加え、近年はインターネットをベースとした Eコマースなどのビジネスが急拡大しており、フォーマルセクターの中

で、事業拡大のための人員増、スタートアップ企業の増加などから、大量採用の需要が増えているためである。

人材派遣への需要も年々高まっている。この背景には、柔軟な雇用体制による経営効率化があるが、具体的に整理する

と下記のようになる 。
● 大量採用のニーズ（ショップ店員、ブルーカラーなど）が増加しているため
● 採用プロセスのアウトソースにより、人事部がコア業務に集中できるため
● 離職率が高く、人員補充が困難であるため
● 雇用にかかわる被雇用者からの訴訟問題・労働組合の設立を避けるため
● 能力などを見極めたうえで有用な人材を採用するために、最初は正式採用をしない
● 季節変動や市場環境の変化により、雇用調整がこまめに必要なため

人材紹介および人材派遣以外のサービス企業の台頭も顕著で、RPOもそのひとつである。特に需要が高いのはソフト

ウェア、IT 関連企業であり、その他中規模から大規模の製造業、通信、医薬品、ヘルスケア、銀行も同様である。グローバ

ル企業が世界中で RPOを進めている中で、インドはその最重要市場のひとつとしてとらえられている。

RPO の需要の高まりは、主に下記の 3 点に集約される。
● 雇用品質アップ
●コスト削減
● 雇用スピードアップ

RPO の利用によって、より高度で専門的な雇用プロセスの導入が行えると同時に、採用プロセスを外部委託することで、

企業の HR 部門が組織開発などの中心的業務に専念することが可能となる。
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また、人材採用以外の人事関連サービスのアウトソーシングも進んでいる。「研修・訓練」「人事コンサルティング」「給与

処理・法務」の領域が中心ではあるが、その背景に雇用の最適化を行い、より効率的な採用・人事を行うことによる経営

効率化を図りたい企業による、雇用データ分析や雇用の効率化のためのサポートサービスへの需要の高まりがある。

最近は、人材採用コストを削減するため、大規模な採用を控えたり、人材紹介会社に紹介手数料の引き下げを要求する

企業が増えている。Randstad India や Kelly Services などは、顧客企業の課題解決のためのソリューションを提案するア

ドバイザリーのような付加価値サービスを提供したり、収益率のより高い分野の専門職人材の紹介サービスを強化するなどし

て対応している２９。

3.3. 人材ビジネス業界の市場規模

2012 年 1 月、Executive Recruiters AssociationとErnst & Young が発表した“Human resources solutions in-

dustry”によると、インドの人材ビジネス市場規模は 2011 年度で 2,280 億インドルピーである。2008 年度の 1,270 億ル

ピーから年 21％の成長率である。2011 年度の領域別のシェアは「人材派遣」が 73％、「人材紹介」が 13％、「その他」

が 14％であった３０。

2018 年、インドスタッフィング連盟（Indian Staffing Federation）によると、組織部門の派遣労働者数は 2015 年時

点で 210 万人に達した３１。同連盟は 2018 年までに 290 万人に増加すると見込んでいる３２。

2018 年 5 月の同連盟の発表では、人材派遣の市場規模は、年内に 41 億 9,000 万ドルに達する見込みである。分野

別の割合は、銀行・金融サービス・保険（BFSI）が 12％と最大で、インフラ・建設・エネルギー（11％）、小売（3％）、

ｅコマース（2％）、その他（72％）であった。BFSI、インフラ・建設・エネルギー、物流・運輸・通信の 3 つの分野のみで、

100 万人の派遣労働者の雇用を創出すると見込んでいる３３。

また、2016 年 9 月、KellyOCG のインド法人社長はインタビューで「世界の RPO 市場規模は 2017 年には 440 万ド

ルに到達、インドの同市場規模も45 億ルピー程度にまで拡大する見込みである」と語っている（NelsonHall 調べ）３４。

２９	 The Times of India “Hiring cos eye new biz models as margins hit” 2017/10/11 
https://timesofindia.indiatimes.com/business/india-business/hiring-cos-eye-new-biz-models-as-margins-hit/articleshow/61028834.cms

３０	 Ernst & Young“Human resources solutions industry”Jan, 2012（5 ページ）　http://www.centumconsulting.in/hr.pdf
３１	 The Indian EXPRESS “Indian staffing industry expected to grow by 12% this year” 2016/12/4 

http://indianexpress.com/article/jobs/indian-staffing-industry-expected-to-grow-by-12-this-year/
３２	 The Economic Times “India likely to employ 2.9 million flexi-staff by 2018： Report” 2016/5/26  

https://economictimes.indiatimes.com/jobs/india-likely-to-employ-2-9-millionn-flexi-staff-by-2018-report/articleshow/52451915.cms
３３	 The Times of India “BFSI, e-comm, retail, infra sectors to add over 1 million jobs by 2018-end： Report 2018/5/28 

https://timesofindia.indiatimes.com/business/india-business/bfsi-e-comm-retail-infra-sectors-to-add-over-1-million-jobs-by-2018-end-report/
articleshow/64357097.cms

３４	 Business World “RPO In India Is Growing At 30% Every Year” 2016/9/27 
http://businessworld.in/article/-RPO-In-India-Is-Growing-At-30-Every-Year-/27-09-2016-106189/

https://timesofindia.indiatimes.com/business/india-business/hiring-cos-eye-new-biz-models-as-margins-hit/articleshow/61028834.cms
http://www.centumconsulting.in/hr.pdf
http://indianexpress.com/article/jobs/indian-staffing-industry-expected-to-grow-by-12-this-year/
https://economictimes.indiatimes.com/jobs/india-likely-to-employ-2-9-millionn-flexi-staff-by-2018-report/articleshow/52451915.cms
https://timesofindia.indiatimes.com/business/india-business/bfsi-e-comm-retail-infra-sectors-to-add-over-1-million-jobs-by-2018-end-report/articleshow/64357097.cms
https://timesofindia.indiatimes.com/business/india-business/bfsi-e-comm-retail-infra-sectors-to-add-over-1-million-jobs-by-2018-end-report/articleshow/64357097.cms
http://businessworld.in/article/-RPO-In-India-Is-Growing-At-30-Every-Year-/27-09-2016-106189/
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Staffing Industry Analysts のインドのスタッフィング会社ランキングによると、最大手は TeamLease で、次いで Quess、

Adecco、Randstad、ManpowerGroupであった（図表14）３５。証券大手 Religare Securities の分析によると、1 位の

TeamLeaseは、6％のマーケットシェアをもつ（2018 年 4月時点）３６。インドの人材派遣業界は細分化されており、大手数

社を除く人材派遣会社のほとんどは中小企業で、業界の約 70～80％を占める３７。

以下に、インドの大手人材ビジネス会社の概要をまとめる。
３８　３９

３５	 Staffing Industry Analysis “India- Teamlease, Quess and Adecco Among largest Indian Staffing Firms” 2016/12/13  
https://www2.staffingindustry.com/row/Editorial/Daily-News/India-TeamLease-Quess-and-Adecco-among-largest-Indian-staffing-firms-40403

３６	 The Economic Times “Buy TeamLease Services, Target Rs. 2,721： Religare Securities” 2018/4/13　https://economictimes.indiatimes.com/
markets/stocks/recos/buy-teamlease-services-target-rs-2721-religare-securities/articleshow/63743755.cms

３７	 Prabhudas Lilladher “TeamLease Services“Fixed cost leverage to drive sharp margin expansion” 2016/5/23 
http://bsmedia.business-standard.com/_media/bs/data/market-reports/equity-brokertips/2016-05/14640725810.31742100.pdf

３８	 TeamLease “Annual Report 2016-17 PUTTING INDIA TO WORK”  
http://www.teamleasegroup.com/sites/default/files/Annual%20Report%202016-17.pdf

３９	 Business Standard “India's first vocational university kicks off” 2014/9/24  
https://www.business-standard.com/article/management/india-s-first-vocational-university-kicks-off-114092401222_1.html

図表14　インドの大手人材ビジネス会社上位5社

順
位 社名 2015 年の売上高

（百万ルピー）
2015 年の売上高

（百万ドル）
1 TeamLease 19,869 310
2 Quess 19,594 306
3 Adecco 15,000 234
4 Randstad 13,485 210
5 ManpowerGroup 7,991 125

出所：Staffing Industry Analysts

会 社 名 TeamLease Services　 https://www.teamlease.com/

設 立 年 2002 年

事 業 形 態 人事サービス会社

主な事業内容 人材派遣（一般＆ IT）、人材紹介、RPO、給与業務代行、労働法遵守のコンサルティング、教育・研修、
TeamLease Skills University

従 業 員 数 1,400 人

事 業 所 国内に 8 拠点（2017 年 3 月末時点）

売 上 高 3,064 万ルピー（2016～2017 年度）38

会 社 の 特 徴

2016 年にインド証券取引所に上場。2017 年に新卒向け求人求職サイト Freshersworld.com を運営する Cassius 
Technologies Private Limited の株式の 30％を取得。2016 年に IT 系スタッフィング会社 3 社（Keystone Business 
Solutions Private Limited、NichePro Tech、ASAP Info Systems）を買収し、同領域に進出。また、通信系スタッフィ
ング Evolve Technologies も傘下に収めた。さらにオンライン学習サービス Schoolguru Eduserve に出資するなど、
積極的に事業拡大を図っている。
グジャラト州政府と連携し、米国のコミュニティカレッジをモデルとした国内初の職業能力開発大学 TeamLease 
Skills University を 2014 年に開校 39。IT ／ IMS、コンピューター応用、メカトロニクス、経営、財務、ジャーナリズム、
ホテル経営の分野で 3 年制の職業教育に重点を置いた学士課程教育を提供している

4.大手人材ビジネス会社

https://www2.staffingindustry.com/row/Editorial/Daily-News/India-TeamLease-Quess-and-Adecco-among-largest-Indian-staffing-firms-40403
https://economictimes.indiatimes.com/markets/stocks/recos/buy-teamlease-services-target-rs-2721-religare-securities/articleshow/63743755.cms
https://economictimes.indiatimes.com/markets/stocks/recos/buy-teamlease-services-target-rs-2721-religare-securities/articleshow/63743755.cms
http://bsmedia.business-standard.com/_media/bs/data/market-reports/equity-brokertips/2016-05/14640725810.31742100.pdf
http://www.teamleasegroup.com/sites/default/files/Annual%20Report%202016-17.pdf
https://www.business-standard.com/article/management/india-s-first-vocational-university-kicks-off-114092401222_1.html
https://www.teamlease.com/
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４０

４０	 Staffing Industrial Analysis “Quess Corp Q4 Up 53% Supported by Acquisitions” 2018/5/17  
https://www2.staffingindustry.com/row/Editorial/Daily-News/India-Quess-Corp-Q4-up-53-supported-by-acquisitions-46119

会 社 名 Quess Corp　http://quesscorp.com/

設 立 年 2007 年

事 業 形 態 ビジネスサービス会社

主な事業内容 人事向けサービス（人材派遣・紹介、エグゼクティブサーチ、RPO、給与業務代行、身元照会、研修、育成）、
グローバルテクノロジーソリューション、施設管理

従 業 員 数 26 万 1,700 人

事 業 所 国内に 65 拠点、北米・南米・中東・東南アジアの 10 カ国

売 上 高 616 億 7,300 万ルピー（2018 年度）40

会 社 の 特 徴 2016 年にインド証券取引所に上場
2018 年に米国の大手求人求職サイト Monster.com のインド・中東・東南アジア事業を買収

会 社 名 Randstad India　https://www.randstad.in/

設 立 年 1960 年（本社）、1992 年（インド）
Ma Foi として事業開始、Randstad に 2008 年に買収され、2012 年より Randstad ブランドとなる

事 業 形 態 人材サービス会社

主な事業内容
一般派遣、専門職派遣、人材紹介、RPO、キャンパスリクルーティングも行っており、主なビジネススクール（デリー
であれば DSE、 IMT など）ともタイアップしている。現状、人材派遣と RPO が伸びており注力している。売上比率
では 50％が人材派遣、RPO が 40％、人材紹介が 10％

従 業 員 数 3 万 6,524 人（2016 年末時点）

事 業 所 39 カ国、インド国内 20 都市に 4,752 拠点（2016 年末時点）

売 上 高 207 億ユーロ（全世界、2016 年末時点）

会 社 の 特 徴

グローバル企業の強みを生かし、世界的な人材移動の障壁を取り払い、世界的に雇用の機会を増やす努力を社会への
働きかけとともに行っている。インドスタッフィング連盟（ISF）の一員として、自社のコアバリュー、ビジネス原
則とガバナンスを守るためのメカニズムを創造する。
インド参入から 25 年で、50 万人以上の正規雇用を創出。1 日あたりの派遣労働者数は 5 万人に上り、インド全土に
1,000 社以上のクライアントを持つ

そ の 他 2003 年よりグループ傘下に自主調査部門 Randstad Workmonitor を設立。現在、欧州、アジア、米国の 33 カ国をカ
バーしており、年 4 回人材ビジネスに関する調査や報告書を発表している

https://www2.staffingindustry.com/row/Editorial/Daily-News/India-Quess-Corp-Q4-up-53-supported-by-acquisitions-46119
http://quesscorp.com/
https://www.randstad.in/
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４１　４２　

４３　４４　

４１	 Livemint “Manpower Inc acquires 100% stake in Manpower India”2008/10/21 
http://www.livemint.com/Companies/tL9nw4aS6ePXfUfXGjvNjK/Manpower-Inc-acquires-100-stake-in-Manpower-India.html

４２	 ManpowerGroup “Annual Report 2016” 15 ページ　http://files.shareholder.com/downloads/MAN/4166285116x0x932533/5E36F48D-
AB5E-4EE4-9D5F-C2DF2B9E32DE/Manpower_16AR_LR_OPT.pdf

４３	 Adecco Group website　https://www.adeccogroup.com/our-company/
４４	 Adecco Group“Annual Report 2016” 34 ページ　 

https://www.adeccogroup.com/wp-content/themes/ado-group/downloads/AnnualReport2016.pdf

会 社 名 ManpowerGroup　 https://www.manpowergroup.co.in/

設 立 年 1848 年（米国本社）、1997 年（インド法人）

事 業 形 態 人材サービス会社

主な事業内容 人材の紹介および査定、トレーニング・研修とキャリアマネジメント、RPO などのアウトソーシングサービス、人材
コンサルティング

従 業 員 数 インド国内 500 人（2008 年末時点）41

事 業 所 80 カ国、2,800 拠点（2016 年末時点）42

インド国内 16 都市、25 拠点

売 上 高 196 億 5,410 万ドル（全世界、2016 年末時点）

会 社 の 特 徴 世界 80 カ国 40 万社に対し、1,000 万人の人材紹介を達成。毎年 300 万人の雇用形成にかかわっている

そ の 他 2008 年にインド現地法人の全株式を取得、完全子会社化している

会 社 名 Adecco　https://www.adecco.co.in/

設 立 年 1996 年（スイス本社）、2004 年（インド法人）

事 業 形 態 人材サービス会社

主な事業内容
一般派遣、専門職派遣、人材紹介、RPO&MSP、タレントマネジメント、ラーニング、給与支払い管理
人材派遣では、2008 年に Ajinkya というブルーカラーの人材派遣会社を買収することにより、インドにおける市場リー
ダーの地位を上昇させた

従 業 員 数 3 万 3,000 人（全世界）

事 業 所 60 カ国、5,000 拠点以上（全世界）43

売 上 高 227 億 800 万ユーロ（全世界、2016 年末時点）44

会 社 の 特 徴 一般派遣（General Staffing）を担当する Adecco ブランドはグループ収益の 75％を占めている

そ の 他 グループ全体の離職率は 24％、女性従業員の割合は 62％となっている
インドでは 55 都市、12 万人の雇用創出実績がある

http://www.livemint.com/Companies/tL9nw4aS6ePXfUfXGjvNjK/Manpower-Inc-acquires-100-stake-in-Manpower-India.html
http://files.shareholder.com/downloads/MAN/4166285116x0x932533/5E36F48D-AB5E-4EE4-9D5F-C2DF2B9E32DE/Manpower_16AR_LR_OPT.pdf
http://files.shareholder.com/downloads/MAN/4166285116x0x932533/5E36F48D-AB5E-4EE4-9D5F-C2DF2B9E32DE/Manpower_16AR_LR_OPT.pdf
https://www.adeccogroup.com/our-company/
https://www.adeccogroup.com/wp-content/themes/ado-group/downloads/AnnualReport2016.pdf
https://www.manpowergroup.co.in/
https://www.adecco.co.in/
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４５　４６　４７

４８

４５	 Kelly Services Website“Contact Us”　https://www.kellyservices.co.in/in/contact-us/branches/
４６	 Kelly Services Website“Company Overview”　https://www.kellyservices.com/global/about-us/company-information/company-overview2/
４７	 Kelly Services Website“Background”　https://www.kellyservices.com/global/about-us/company-information/background/
４８	 Kelly Services Website“Building Careers. Building Organisations.”　http://www.abcconsultants.in/about-overview/

会 社 名 Kelly Services　https://www.kellyservices.co.in/

設 立 年 1946 年（米国本社）、2001 年（インド法人）

事 業 形 態 人材サービス会社

主な事業内容 人材紹介、人材派遣、契約・給与管理
主にエンジニアリング・IT 分野のソリューションに強い

従 業 員 数 50 万 8,100 人（全世界、正社員 1,110 人、派遣社員 50 万人、2017 年時点）

事 業 所 インド国内 7 拠点（2017 年末時点）45

売 上 高 54 億ドル（全世界、2017 年時点）46

会 社 の 特 徴 顧客の 9 割以上は Fotune500 か Fortune100 にランクインする企業である

そ の 他 2015 年には設立からの累計雇用創出人数が 100 万人に到達している 47

会 社 名 ABC Consultants　https://www.abcconsultants.in/

設 立 年 1969 年

事 業 形 態 人材サービス会社

主な事業内容

人材紹介、人材派遣、契約・給与管理
主にエンジニアリング・IT 分野のソリューションに強い
ABC Consultants：エグゼクティブサーチとセレクション
Headcount：大量採用
FlexAbility：RPO　http://www.flexability.in/
HeadHonchos：シニアマネジメント向けキャリアポータル　http://www.headhonchos.com/

従 業 員 数 3,265 人（うちコンサルタントは 465 人、2017 年末時点）

事 業 所 主要 8 都市に 9 拠点（2017 年末時点）

売 上 高 不明

会 社 の 特 徴 売上高の 75％は継続顧客からであり、24 の産業と強い関係を築いている

そ の 他 創業からの累計雇用創出人数は 16 万 5,000 人 48

https://www.kellyservices.co.in/in/contact-us/branches/
https://www.kellyservices.com/global/about-us/company-information/company-overview2/
https://www.kellyservices.com/global/about-us/company-information/background/
http://www.abcconsultants.in/about-overview/
https://www.kellyservices.co.in/
https://www.abcconsultants.in/
http://www.flexability.in/
http://www.headhonchos.com/
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5.1. オンライン採用市場の概要

インドにおける求人・求職サイトは、Naukri.comを代表とするインド出自の企業が多く、Naukri.com の母体は総合ポータ

ルサイト、Timesjobs、Shine.com はいずれも母体はメディア企業である。米国大手の Monster.com や Indeed などもイン

ドに進出している。

具体的な各社のシェアは不明だが、オンラインについては Naukri.com が圧倒的なシェアを持ち、他社がそれに追随する、

という形になっている。

前述の“Human Capital Trends 2014”によると、企業による利用が最も多い求人・求職サイトは Naukri.com（82％）

で、次いでMonster.com（45％）、TimesJobs（17％）、CareerBuilder（14％）、Shine.com（14％）、HeadHonchos

（6％）、その他（11％）である。

5.2. 大手求人・求職サイト

インドの大手求人・求職サイトをまとめた。
４９　５０　５１

４９	 Info Edge Website “Overview”　http://www.infoedge.in/corporate-overview.asp
５０	 Info Edge“Info Edge（India） Limited – India’s internet classifieds company”2018/2 http://www.infoedge.in/pdfs/info-edge-feb-18.pdf 12 ページ
５１	 Naucri.com Website　https://recruit.naukri.com/rCommerce/learn/posting

名 称 Naukri.com（Info Edge）　https://www.naukri.com/

設 立 年 1959 年 49

サービス内容 ジョブポータル（求職者向けと企業向けに求人広告掲載）、求職者向けサービス（レジュメ作成サービスなど）、 
企業向けサービス（バナー広告による企業の PR）

求人広告掲載数 7 万 500 社 50

1 カ月あたり
のビジター数 1 日あたり 80 万～97 万件の CV にアクセスがある。ユニーククライアント数は 4 万 8,300 人

登 録 CV 数 5,600 万件、1 日あたり 1 万 4,600 件が追加されている

求 人 掲 載 料 850 ルピー／件 51

特 徴
インド最大の登録者数を誇るサイト。
人材関連は 4 部門に分けられており、ジョブポータル Naukri.com、湾岸アラブ諸国を対象とした Naukrigulf.com、
新卒に特化した Firstnaukri.com の他、オフラインのエグゼクティブサーチを行う Guadranglesearch.com を持つ

そ の 他 求人の他にもお見合い、不動産、教育関連のポータルサイトを運営している

5.求人・求職サイト

http://www.infoedge.in/corporate-overview.asp
http://www.infoedge.in/pdfs/info-edge-feb-18.pdf
https://recruit.naukri.com/rCommerce/learn/posting
https://www.naukri.com/
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５２

５２	 Times Jobs Website　http://www.timesjobs.com/candidate/register.html

名 称 TimesJobs（Times Business Solutions）　https://www.timesjobs.com/

設 立 年 2004 年

サービス内容 ジョブポータル（求職者向けと企業向けに求人広告掲載）、求職者向けサービス（レジュメ作成サービスなど）、
企業向けサービス（バナー広告による企業の PR）

求人広告掲載数 20 万件以上 52

1 カ月あたり
のビジター数 不明

登 録 CV 数 2,500 万件、1 日あたり 2 万件が追加されている

求 人 掲 載 料 非公開

特 徴

人材・職業関連については、TimesJobs の他、以下も展開。
　・Jobs&Careers：ジョブ・キャリアポータルサイト
　・JobBuzz.in：被雇用者のコミュニティサイト
　・ae.Timesjobs.com：湾岸アラブ諸国にジョブポータルサイト
　・StepAhead：求職者のためのキャリアアップサポートサイト

そ の 他 人材の他にもお見合い、不動産、教育関連のポータルサイトを運営している

名 称 Monster India　https://www.monsterindia.com/

設 立 年 1999 年（米国本社）、2001 年（インド）

サービス内容 ジョブポータル（求職者向けと企業向けに求人広告掲載）、人材派遣

求人広告掲載数 11 万 8,806 件（2018 年 6 月時点）

1 カ月あたり
のビジター数 不明

登 録 CV 数 不明

求 人 掲 載 料 68 ドル～（30 日間）

特 徴 主力は IT 産業

そ の 他

履歴書データベースの検索サービスも、求人広告の掲載込みで提供。利用料は、対象地域や利用期間によって異な
る（206 ドル～）。
求職者向けに、有料の履歴書添削サービスを提供（59 ドル～）。
その他周辺サービスとして、Monster Salary Indexというサービスを展開。Paycheck.in（IIMアーメダバード校が行っ
ているプロジェクトで給与関係の情報サービスを提供）と共同で行っている。数百万の給与データから役職や経験
年数、業種の平均値などを計算し、提供している。
2018 年 3 月に、インド海軍の就職支援機関 Indian Naval Placement Agency と退役軍人の就職を支援する合意書
を締結した。モンスターに資本財、IT、セキュリティといった分野の求人情報を年内に 1,000 件超、2020 年まで
に 2,000 件掲載する計画である

http://www.timesjobs.com/candidate/register.html
https://www.timesjobs.com/
https://www.monsterindia.com/
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　５３

５３	 Shine.com Website　https://recruiter.shine.com/online-package/personaldetail/?package_id=28

名 称 Shine.com　https://www.shine.com/

設 立 年 2008 年

サービス内容 ジョブポータル（求職者向けと企業向けに求人広告掲載）、求職者向けサービス

求人広告掲載数 30 万件以上（2016 年時点）

1 カ月あたり
のビジター数 ユニークユーザー数は 500 万人

登 録 CV 数 2,500 万件

求 人 掲 載 料 業種・件数・期間によってパッケージ化されており、1,499～7 万 7,983 ルピー 53

特 徴 自社保有の紙媒体と連携し、火曜日発売の Hindustan Times 掲載の Shine Jobs との連動により、統合したサービ
スを提供している

そ の 他 ほぼ毎月、様々な都市で“Hindustan Times Shine HR Conclave”というサミットを開催している

https://recruiter.shine.com/online-package/personaldetail/?package_id=28
https://www.shine.com/
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6.1. オンライン採用市場の概要

インドにおけるSNS 利用者数は年々増加している。2015 年の 1 億 4,223 万人から2018 年には 2 億人、2021 年

には 3 億人を突破し、2022 年には 3 億 7,077 万人に到達する見込みである（図表15）。
５４

５４	 Statista“Number of social network users in India from 2015 to 2022（in millions）” 
https://www.statista.com/statistics/278407/number-of-social-network-users-in-india/
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出所：Number of social network users in India from 2015 to 2022（in millions）（Statista）54

図表15　インドにおけるSNS利用者数推移（2017年 7月発表）� （単位：百万人）

6.SNSを利用した求人・求職

https://www.statista.com/statistics/278407/number-of-social-network-users-in-india/
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利用した SNS で最も多いのは FacebookとYouTube で、ともに 30％。他には WhatsApp が 28％、Facebook Mes-

senger が 20％、InstagramとGoogle+ がともに 19％であった（2017 年第 3 四半期時点）。特に Facebook の利用

者数は米国に次いで世界で 2 番目に多く、2017 年 4 月時点で世界全体の利用者の 11％を占める（図表16）。
５５

SNS の普及により、オンラインネットワークやソーシャルメディアを、採用プロセスに活用するインド企業も増えている。

SNS 大手 LinkedIn が発表した「India Recruiting Trends 2016」によると、「採用ブランドが採用活動に大きな影響を

与える」と回答したインド企業の割合は78％に上った。採用ブランディングの最も効果的なツールとして、LinkedInなどの「ビ

ジネス系ネットワーク」が 63％、「企業のコーポレートサイト」が 62％、「ソーシャルメディア」が 52％であった（図表17）。

５５	 Statista “Penetration of leading social networks in India as of 3rd quarter 2017” 
https://www.statista.com/statistics/284436/india-social-network-penetration/
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出所：Penetration of leading social networks in India as of 3rd quarter 2017（Statista）55

図表１6　インドにおけるSNS普及率（2017年第3四半期時点）� （単位：％）

https://www.statista.com/statistics/284436/india-social-network-penetration/
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５６

6.2. 主なSNSサイト

LinkedIn が発表した“India Recruiting Trends 2013”によると、インドのリクルーターが使用しているSNSとその割合

は、LinkedIn がトップで 94％、Facebook が 65％、Twitter が 55％、企業ブログが 20％、Google+ が 18％、YouTube

が 15％であった（図表18）。
５７

５６	 LinkedIn “India Recruiting Trends 2016” 
https://business.linkedin.com/content/dam/business/talent-solutions/regional/APAC/grt-2016/GRT16_IndiaRecruiting_100415.pdf

５７	 LinkedIn"India Recruiting Trends 2013" http://shodhganga.inflibnet.ac.in/bitstream/10603/169982/8/09_chapter%203.pdf 42 ページ
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出所：“India Recruiting Trends 2016”56

図表17　最も効果的な採用ブランディングツール� （単位：%）

0 20 40 60 80 100

LinkedIn

Facebook

twitter

企業ブログ

Google+

YouTube

94

65　　　　　　　　　　

55  　　　　　　　　　　　　　

20　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

18　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

15  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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図表18　インドのリクルーターが使用するSNS � （単位：%）

https://business.linkedin.com/content/dam/business/talent-solutions/regional/APAC/grt-2016/GRT16_IndiaRecruiting_100415.pdf
http://shodhganga.inflibnet.ac.in/bitstream/10603/169982/8/09_chapter%203.pdf


6.SNS を利用した求人・求職 インドの人材サービス

禁転載 2018.9.3026

インドの大手 SNS の概要をまとめた。
５８　５９　６０　６１　６２　６３

５８	 LinkedIn website　https://about.linkedin.com/ja-jp
５９	 Livemint “LinkedIn’s India user base expands to 42 million” 2017/4/24 

https://www.livemint.com/Companies/zAavopmveqtXSXMBAmEG6H/LinkedIns-India-user-base-expands-to-42-million.html
６０	 Statista“Most popular social networks worldwide as of Jan 2018” 

https://www.statista.com/statistics/272014/global-social-networks-ranked-by-number-of-users/
６１	 Statista “Leading countries based on number of Facebook users as of Jan 2018” 

https://www.statista.com/statistics/268136/top-15-countries-based-on-number-of-facebook-users/
６２	 Nikkei Asian Review “ 400 interesting twitter statistics（July 2018）by the numbers” 2018/7/29 

https://expandedramblings.com/index.php/march-2013-by-the-numbers-a-few-amazing-twitter-stats/
６３	 Statista“Number of twitter users in India”　https://www.statista.com/statistics/381832/twitter-users-india/

名 称 LinkedIn

設 立 年 2002 年

サ ー ビ ス 内 容 世界最大級のビジネス特化型ソーシャル・ネットワーキング・サービス

利 用 者 数 5 億 4,600 万人（全世界、2018 年 3 月時点）58、4,200 万人（インド、2017 年 4 月時点）59。
利用者数は米国に次ぎインドが 2 番目に多い

求人・求職における利用方法 ・求職者情報の検索、閲覧
・求人広告掲載、採用ブランドの確立

名 称 Facebook

設 立 年 2004 年

サ ー ビ ス 内 容 世界最大級のソーシャル・ネットワーキング・サービス

利 用 者 数 21 億 6,700 万人（全世界、2018 年 1 月時点）60、2 億 5,000 万人（インド、2018 年 1 月時点）61。
利用者数はインドが全世界トップ。2 位は米国で 2 億 3,000 万人

求人・求職における利用方法 ・求職者情報の検索、閲覧
・企業ページに求人広告掲載、採用ブランドの確立

名 称 Twitter

設 立 年 2006 年

サ ー ビ ス 内 容 ソーシャル・ネットワーキング・サービス

利 用 者 数 3 億 3,000 万人（全世界、2018 年 2 月時点）62、1,580 万人（インド、2014 年時点）63

求人・求職における利用方法 ・求職者情報の検索
・採用ブランドの確立

https://about.linkedin.com/ja-jp
https://www.livemint.com/Companies/zAavopmveqtXSXMBAmEG6H/LinkedIns-India-user-base-expands-to-42-million.html
https://www.statista.com/statistics/272014/global-social-networks-ranked-by-number-of-users/
https://www.statista.com/statistics/268136/top-15-countries-based-on-number-of-facebook-users/
https://expandedramblings.com/index.php/march-2013-by-the-numbers-a-few-amazing-twitter-stats/
https://www.statista.com/statistics/381832/twitter-users-india/
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7.1. 公的機関の役割

インドの労働市場政策は労働雇用省（Ministry of Labour and Employment）が管轄している。国内には 44 の労働

市場に関する法律、条令が制定されており６４、最低賃金や契約労働者の社会保障、特定産業における労働条件などを規定

している。これらの法律の中で、インドにおける民間人材紹介事業を特段規制するものはない。法整備の他には、各産業や

階層別求職者向けの職業訓練なども行っている。職業訓練制度の運営は、労働雇用省、人材開発省（Ministry of Hu-

man Resource Development）、技能開発・起業省（Ministry of Skill Development And Entrepreneurship）も担っ

ている。

7.2. 公的職業訓練

公共職業紹介サービスは 2 章 2.2 に記述の通り、労働雇用省管轄のもと行われている。下記には各省庁が行う主要な

職業訓練制度の概要をまとめた。

● Skill Development Initiative Scheme６５

労働雇用省雇用訓練局による技術開発イニシアチブ制度。雇用可能性（エンプロイアビリティ）を高めるため、学

校中途退学者や労働者、産業訓練研究所（ITI、Industrial Training Institute）の卒業者などに対し職業訓練や認

定コースを提供し、既にスキルのある者も公的な認証を受けることができる。産業界との協議の上で決定した“Modular 

Employable Skills（MES）”と呼ばれる有給雇用を得るための基礎スキルを習得する短期コースを提供しており、パート

タイムや週末のみなど様々なターゲットに合わせた柔軟な受講制度がある。

● Craftsmen Training Scheme６６

労働雇用省雇用訓練局が運営。義務教育修了者を対象とした、技能労働者の育成制度。業界が求める適正なスキ

ルを身につけさせ、教育を受けた若者の失業を減らすことを目的とする。第 8～12 学年修了の学歴を有する人が対象。

1950 年に導入され、ITI により実施されており、71 の工学系、56 の非工学系コースが開講されている。

６４	 インド労働雇用省 概要　https://labour.gov.in/sites/default/files/Aboutus.pdf
６５	 インド労働雇用省雇用訓練局 2014/6/16 

http://dget.nic.in/content/innerpage/skill-development-initiative-scheme-sdis.php
６６	 インド労働雇用省雇用訓練局 2016/4/12 

http://dget.nic.in/content/innerpage/craftsmen-training-scheme-cts.php

7.公的機関と民間事業者の関係
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● Apprenticeship Training Scheme
1961 年に成立した「養成訓練法（The Apprentices Act）」のもと構築された制度。規定された講習内容・訓練

機関に従い、実地訓練により産業機器を十分に利用できるようになることを目的としている。一定条件に合致した公営企

業・民間企業に対し訓練施設を備え、訓練生を受け入れることを義務付けており、254 の指定業種が対象となっている。

14 歳以上で後期中等教育（10 ＋ 2 年システム）修了者が対象となり、半年から4 年間の実地訓練を受ける。訓練

期間中、訓練生には給付金が支払われる。訓練終了後、技能開発・起業省が管轄する国家職業訓練審議会（NCVT）

が年 2 回行う全インド職業検定（AITT）に合格すると、国家養成訓練修了証（National Apprenticeship Certifi-

cate）が付与される。

● Vocational Education and Training （VET）６７

人材開発省が行う職業訓練制度。技術職業教育・訓練で、現在 17 の省庁・部署が VETプログラムを提供している。

下記 3 階層の体系で展開している。

（1）大学・大学院レベルの専門家がエンジニアや技術者の訓練を受ける

（2）ディプロマレベルの卒業生がポリテクニック（総合高等教育機関）で技術者や管理者の訓練を受ける

（3）�高等教育機関のCertificateレベルの学生がITIの訓練を受けたり半熟練・熟練労働者として正式な実習を通じて

訓練を受けたりする

● Centrally Sponsored Scheme of Vocationalisation of Secondary Education６８

人材開発省が管轄する職業訓練制度。個々の雇用可能性を高め人材の需要と供給のミスマッチを減らすため、中等

教育に職業教育を導入。産業別技能審議会（Sector Skill Council）を通じてインド全国技能開発公社（National 

Skill Development Corporation、以下 NSDC）が設定した国家技能枠組み（National Skills Qualifications 

Framework、以下 NSQF）にもとづき、職業教育訓練を提供する。分野は自動車、医療、IT、小売など多岐にわたる。

● National Skill Development Agency６９

技能開発・起業省が管轄する機関。品質管理や調査を担当する。具体的には同省が制定する職業訓練に関するフ

レームワーク（NSQF）の民間産業とのすり合わせ、各州が制定している職業訓練に関するミッションのとりまとめ、国内

外のケーススタディ・各種データへのアクセスなどを一括するポータルサイト（Labour Market Information System）の

運営などを行っている。

６７	 インド人材開発省 Vocational Education and Training （VET）概要　http://mhrd.gov.in/vocational-education-overview
６８	 インド人材開発省 Vocationalisation of Secondary Education 概要　http://mhrd.gov.in/vocationalisation
６９	 技能開発・起業省 National Skill Development Agency 概要　http://www.nsda.gov.in/nsda-about-us.html

http://mhrd.gov.in/vocational-education-overview
http://mhrd.gov.in/vocationalisation
http://www.nsda.gov.in/nsda-about-us.html
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7.3. 公的機関から民間事業者への委託状況

中央政府が進めている熟練労働者育成政策「Skill India」において、民間企業との連携が進んでいる。技能開発・起

業省傘下の NSDC が事業を推進している。

今後 10 年間、各部門の訓練受講者数目標は下記のとおり。主要製造業では自動車・自動車部品で 3,510 万人、食

品加工で 930 万人、電子・ソフトウェアで 320 万人、化学・製薬で 190 万人である。これらの人材をすべて政府機関で

訓練するのは至難の業であるため、民間企業が NSDC の各プログラムに参画している７０（図表19）。
７１

７０	 Technopak“India’s Vocational Education and Training Segment” 2014/1 
http://www.technopak.com/files/Vocational_Education_and_Training_Segment.pdf 4 ページ

７１	 Technopak “India’s Vocational Education and Training Segment” 2014/1 
http://www.technopak.com/files/Vocational_Education_and_Training_Segment.pdf
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図表19　部門別訓練受講者数の目標値� （単位：100 万人）

http://www.technopak.com/files/Vocational_Education_and_Training_Segment.pdf
http://www.technopak.com/files/Vocational_Education_and_Training_Segment.pdf
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付録 –用語解説 インドの人材サービス

付録－用語解説

組織部門 従業員数、売上高が一定規模あり、各種法律に則った納税、従業員への福利厚生などが整備されている企業。
中堅～大企業を指す

非組織部門 組織部門の逆で、組織化されていない零細企業を指す

ITI

技能開発・起業省傘下の訓練局（Directorate General of Training）が運営する産業訓練校（Industrial Training. 
Institute）。全国 1 万 1,964 校（公立 2,284 校、私立 9,680 校）、全ての州に設立されている（2018 年 3 月時点）。
教育期間は 1～2 年間で、ITI に関する政策や大枠は訓練局が制定するが、実際の運営は各州政府が行っている。
ITI のコース内容は実務 7 割、座学 3 割とされており、毎年 8 月に各コースがスタートする

インドの学校制度

インドの教育制度は 5・3・2・2 制を基本としている（州により若干の相違あり）。初等学校の 1 年生（5 歳）
～5 年生（10 歳）までが初等学校、6～8 年生の上級初等学校（10～13 歳）までが義務教育となっている。
10 年生中等学校（15 歳）修了後、第 10 学年修了共通試験に合格した者は後期中等教育に進み、2 年間の教育
を受ける。その後、第 12 学年修了共通試験を受け、その結果によって希望する大学に進学する。公立学校では
ヒンディー語ないし現地の言語（連邦または州の公用語）を使用。私立学校では英語で授業が行われている
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